
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成１９年４月１日現在の人数である。

（３) 特記事項
　  給与の抑制措置の状況

管理職手当の減額 平成１７年４月１日～ 支給率の引下げ　16.7％～37.5％

期末勤勉手当の減額

８～５級（管理職）　５％→０％地域手当の支給停止

特別職

平成１７年４月１日～

役職加算率引下げ

８～５級　１０％→５％

４～３級　　５％→2.5％

一般職

区　　分 抑制措置 実施期間

平成２０年４月１日～平成２３年３月３１日

平成２０年４月１日～平成２３年３月３１日

木更津市の給与・定員管理等について

1,295,823 8,591,162

給与費 B/A

　　　　　千円

31,812,706

人 件 費

人

（参考）

区　　分

27.0

１９年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円

　　　　　　Ｂ

　　　　　　％

（参考）類似団体平均

人 件 費 率区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（平成１８年度末）

実 質 収 支

一人当たり職員数

職員手当 　　計　　Ｂ

659,043 1,604,363

125,556

１９年度 千円

6,157,540

千円 　　　　　千円

３％→０％

　　　　　　Ａ 期末・勤勉手当

人　

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

地域手当の支給停止

千円千円

期末手当の減額

924 3,894,134

給　 料

Ｂ／Ａ

内　　　　容

１８年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

29.2

一人当たり給与費

6,443

千円

平成１７年４月１日～ 役職加算率引下げ　１０％→５％

6,664

平成１７年４月１日～平成２２年３月３１日 支給額１０％引下げ
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(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

【参考】
（平成19年４月１日現在）

（注） H19.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの
※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水
準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数である。

105.9地域手当補正後ラスパイレス指数

(H15)
100.7

(H15)
100.6

(H15)
102.3 (H20)

100.9

(H20)
97.9

(H20)
98.3

90

95

100

105

木更津市 類似団体平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

参考

-

1.20

1.65

1.42

-

-

-

369,559円331,559円833人

木更津市 46.11歳

--

- 320,623円

384,690円 -

445,088

376,341

平均給与月額

429,515

59人 312,598円

うち用務員 51.10歳

千葉県 49.7歳

うち清掃職員 43.0歳

（注）

- -

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成17～19年の３ヶ年平
均）
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも
のではない。
※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員にお
いては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

１「平均給料月額」とは、平成20年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ
ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手
当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

木更津市

387,506

対応する民間
の類似職種

378,371

平均給与月額

（国ベース）

408,113

422,291

A/B
（A） （国ベース） （B）

平均年齢
平均給与月額

-

405,745

民間

371,382円 366,622円

平均給与月額

類似団体

国

343,153

区分

公務員

平均年齢 職員数

―

平均給料月額
平均給与月額

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額

千葉県

325,113

44.5 359,691

46.1

41.1

43.8

327,014円12４人

調理士 43.6歳 270,500円

-- -

299,700円

371,993円 368,583円 用務員 53.9歳

361,108円 356,303円 廃棄物処理業従業員 43.6歳

225,900円33人 333,979円

388,692円 384,944円352,779円

国 48.9歳 4,784人 284,679円

344,370円 - - -類似団体 47.3歳 97人 322,887円

民間
C/D

（C） （D）

358,405円

1.40

木更津市 - - -

区分

参考

年収ベース（試算値）の比較

公務員

1.71

うち用務員 6,062,902円 3,227,400円 1.88

うち学校給食員 6,356,491円 3,726,800円

うち清掃職員 5,847,001円 4,170,000円

うち学校給食員 51.9歳 14人
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（2) 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

－ － －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

－ 円 円

－ 円 円

－ － －

高　校　卒

中　学　卒

経験年数10年

144,500

経験年数15年

274,680

263,400

145,500

144,500

240,200

178,800

中　学　卒

木更津市区　　　　　分

266,200

一般行政職

321,675

区　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

技能労務職

国千葉県

145,500 140,100

178,800

368,400

330,238技能労務職

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

323,500

経験年数20年

172,200
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在）

（注）１　木更津市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

13

職員数

4.8

　　　　　　　　％

１級
5.0

４級 主査
198

３級 主任主事、主任技師

　　　　　　　　％

主事
15

25

ア　勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第40条に基づき、毎年11月1日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を実施。
　（内容の詳細については、木更津市職員勤務成績評定に関する規程を参照）

イ　昇給への勤務成績の反映状況
　一般職について、勤務評定により5段階（A～E）の評価を実施し、その評価結果に基づき、昇給区分（5号給以上～3号給以下）
を決定。
　平成20年4月1日の昇給においては、標準区分（4号給）に決定された者が96％、下位区分（3号給以下）に決定された者が4％
であった。
　なお、今後能力・実績を重視した人事評価システムの確立に向け取り組んでいく。

事務員、技術員

２級
　　　　　　　　人

15.979

　　　　　　　　人

56

　　　　　　　　％

５級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

88

６級

副主幹

39.8

3.0

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

11.2

17.7

24

構成比

　　　　　　　　％

2.6

標準的な職務内容

課長、副課長、主幹

区　　分

７級 次長、参事

部長、部参事
　　　　　　　　人

８級

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

１級
1.4%

１級
4.3%

１級
5.0%

２級
2.9%

２級
2.4%

２級
3.0%

３級
22.4%

３級
13.5%

３級
11.2%

４級
38.6%

４級
37.6%

４級
39.8%

５級
15.8%５級

18.0%

５級
17.7%

６級
12.0%６級

16.4%

６級
15.9%

７級
4.7%

７級
4.9%

７級
 4.8%

８級
2.2%

８級
2.9%

８級
 2.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 2.5％～5％ 役職加算 5％～20％ 役職加算 5％～20％

管理職加算 15％・25％ 管理職加算 10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給）

勤続25年以上

（勧奨退職の場合 ４号給）

１人当たり平均支給額 自己都合 千円

勧奨 千円

定年 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額である。

59.28

28,447

59.28

47.50

59.28

59.28

1.60

1,963

3.00 1.50

木更津市 千葉県

1,792

41.3433.50

47.50

1.60

7,543

0.75

23.50

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

30.55

現在、人事評価が未実施であるため、成績率に差を設けず、一律の支給（75.0／100）を行った。

33.50

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

１人当たり平均支給額（１９年度）

国木更津市

23.50 30.55

1.50

国

1.50

0.75

3.00

0.75

28,863

―１人当たり平均支給額（１９年度）

59.28

41.34

59.28

3.00

1.60
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 (3) 地域手当

（平成２０年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

(注）

支給率

0

国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８
年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

国の制度（支給率）

木更津市 5 956

224,500

木更津市 5

支給対象地域

国の制度（支給率）

227,689支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１９年度決算）

支給率 支給対象職員数支給対象地域

0
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 (4) 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

28 種

１件当たり500円

直接滞納者を訪問して
の徴収事務

6,468

日額250円

日額200円

行旅病人の取扱業務

日額500円

日額250円

日額200円

日額300円

老人保護福祉業務手当

自動車運転手当

結核患者に接する業務

深所（3ｍ以上）作業

高所（10ｍ以上）作業

毒物取扱業務手当
保健衛生及び公害並びに下水道
事務に従事する職員

毒物の検査、科学分
析、試験等

災害応急措置等の現地
作業

災害対策本部業務手当 災害対策業務に従事する職員

不快な業務に従事する職員

心身障害者福祉業務手
当

清掃作業手当

月額3,500円

不快な業務に従事する職員

社会福祉事務に従事する職員
月11日以上心身障害者
福祉業務に従事

公衆便所の清掃等 日額250円

生活保護業務手当

社会福祉事務に従事する職員
月11日以上老人保護福
祉業務に従事

月額3,500円

社会福祉事務に従事する職員

高所作業手当

ｸﾚｰﾝ付貨物車、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ又はｼｮ
ﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞ運転に従事する職員

感染症予防等処理作業
手当

保健衛生及び公害並びに下水道
事務に従事する職員

感染症患者の移送、発
生場所の消毒等

手当の名称

40,425

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

行旅死亡人取扱業務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

社会福祉事務に従事する職員

支給実績（１９年度決算）

月額3,500円
月11日以上生活保護業
務に従事

日額200円

駆虫剤の散布に従事

廃棄物収集処理作業手
当

日額250円

日額200円

行旅死亡人の取扱業務 １件当たり1,500円

16.2

日額400円

劇物の検査、科学分
析、試験等

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

主な支給対象職員

保健衛生及び公害並びに下水道
事務に従事する職員

深所作業手当 深所業務に従事する職員

劇物取扱業務手当

行旅病人取扱業務手当 社会福祉事務に従事する職員

高所業務に従事する職員

結核患者接触業務手当
保健衛生及び公害並びに下水道
事務に従事する職員

市税徴収事務手当 税務事務に従事する職員

特殊車両の運転業務

日額250円害虫駆除作業手当 不快な業務に従事する職員

廃棄物の収集運搬又は
終末処理の作業に従事
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1級建築士業務手当

特別消火作業手当

介護保険料徴収業務手
当

介護保険料徴収事務に従事する
職員

日額300円

公共下水道事業受益者
負担金及び使用料徴収
業務手当

日額5,000円

月額3,000円

月額3,000円

廃棄物収集運搬等

資格を有するものが月
11日以上従事

日額300円

直接滞納者を訪問して
の徴収事務

日額300円

日額200円

1級建築士の設計及び
工事監理業務

日額250円

消防及び救急業務に従事する職
員

資格を有するものが月
11日以上従事

直接滞納者を訪問して
の徴収事務

公共下水道事業受益者負担金及
び使用料徴収事務に従事する職
員

月額3,500円

資格を有するものが月
11日以上従事

ボイラー技士の資格を有する職員

電気主任技術者の資格を有する
職員

1級建築士の資格を有する職員

10ｍ以上の高所、3ｍ以
上の深所での消火作業

月額3,000円

消防の救助隊員以外が救助作業に従事

消防の救助隊員が救助作業に従事

年末年始手当
年末年始特別の業務等に従事す
る職員

消防及び救急業務に従事する職
員

建築主事業務手当 建築主事の資格を有する職員

電気主任技術者業務手
当

ボイラー取扱作業主任者
業務手当

救助作業手当

日額300円

保育料徴収業務手当 児童福祉事務に従事する職員
直接滞納者を訪問して
の徴収事務

日額300円

地域汚水処理場使用手
数料徴収業務手当

地域汚水処理場使用手数料徴収
事務に従事する職員

直接滞納者を訪問して
の徴収事務

9



 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成２０年４月１日現在）

64

66

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

手

　

当

　

名

内容及び支給単価 異なる内容

　給料月額×支給割合（5/100～10/100）

異なる

同じ

国の支給割
合は
（8/100～
25/100）

支給実績 支給職員１人当たり
（１９年度決算）

64,879

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

管理又は監督の地位にある職員に支給

正規の勤務時間として、午後10時から翌
日午前5時までの間に勤務した職員に支
給

78,954千円 88,712円

13,154千円

夜
間
勤
務
手
当

　勤務1時間当たりの給与額×25/100×
勤務時間数

住
居
手
当

管
理
職
手
当

国の制度
との異同

・借家の場合

平均支給年額
（１９年度決算）

64,321

112,425円

100,699円

367,621円

123,390千円 232,373円

82,774千円

104,404千円

国は、使用
距離に応じ
て2,000円～
24,500円支
給

異なる

国は、定期
代55,000円
までは全額
支給

異なる

国の制度と

　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給

・自宅の場合

6,000円

国は、自宅の
場合新築・購
入後5年間
2,500円

異なる

同じ

同じ

通
勤
手
当

・電車、バスを利用する場合

全額支給

・乗用車等を使用する場合

使用距離に応じて4,700円～24,500円支給

扶
養
手
当

・配偶者　13,000円

・配偶者以外の扶養親族

・満16歳の年度始めから満22歳の年度末
までの子がいる場合の加算額

　２人目から 　1人　　6,500円

（ただし、扶養親族でない配偶者がある場
合の1人目は6,500円、配偶者がない場合
の1人目は11,000円）

1人につき　　　5,000円

10



５　特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

在職月数×35/100 円

在職月数×25/100 円

(注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
      勤めた場合における退職手当の見込額である。

任期毎

450,000

　　（１９年度支給割合）

　　（１９年度支給割合）

16,128,000

9,840,000

470,000

530,000

任期毎

960,000
給

料

市 長

820,000

期
末
手
当

議 長

報

酬

副 議 長

市 長

副 市 長

議 長

議 員

副 議 長

議 員

副 市 長

区 分 給 料 月 額 等

（参考）類似団体における最高／最低額

退
職
手
当

備　　　　考

4.45

市 長

副 市 長

4.45

11



６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口10,000人当たり職員数 　 人

（類似団体の人口10,000人当たり職員数 人）

人口10,000人当たり職員数 　 人

（類似団体の人口10,000人当たり職員数 人）

人口10,000人当たり職員数 　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

その他

税務

職 員 数 対前年
増減数

41 ▲ 1
介護保険業務見直し

商工業務見直しによる減員

土木関係業務見直しによる減員

0

総務、企画業務見直し
3

戸籍、国民体育大会業務増加

平成19年
主 な 増 減 理 由

平成20年

8

150

農林水産

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 8

衛生 110

消防部門 171

147総務

保険、年金、福祉、保育業務見直し

清掃関係業務見直しによる減員

＜参考＞20年3月31日現在人口125,556人

62 58 ▲ 4 納税業務見直しによる減員

22 22 0 農林水産業務見直しによる減員

土木 101 94 ▲ 7
商工 11 10 ▲ 1

110 0
民生 127 117 ▲ 10

569 ▲ 19

55.01

45.32

公民館館長の非常化
調理員・用務員の退職者不補充

計

教育部門 166 159 ▲ 7

588

168 ▲ 3 消防業務見直し

小　計 925 896 ▲ 29 ＜参考＞

71.36

76.64

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

水道 56 52

小　計 119 113

42

▲ 4 水道料金徴収業務見直し

下水道 21 20 ▲ 1 下水道施設業務見直し

後期高齢者医療業務増加

▲ 6

合　　計 1,044 1,009 ▲ 35

[1,293］ [1,293］ [    －       ］
＜参考＞

80.36
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在）

　

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

2 20 33 48 95 126 100 114 138 194 138 1 1,009

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成
比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

※　派遣職員を含み、教育長を除きます。

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数 純減率

職員数 職員数

1,097 959 138 12.6

(参考）木更津市行政経営アドバンスプランにおける定員管理の数値目標

計画期間

数値目標
始　期 終　期

平成16年4月1日 平成22年4月1日 総職員数９６０人

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

１７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 17年～22年 （参考）

計画始期 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 計 数値目標

一般行政 職員数 624 606 588 569 ＿

増 減 ▲18 ▲ 18 ▲ 19 ▲ 55

教　育 職員数 183 177 166 159 ＿

増 減 ▲6 ▲ 11 ▲ 7 ▲ 24

消　防 職員数 170 171

▲ 2

171 168

＿

＿

増 減 1 ▲ 3

▲126
普通会計

職員数 977 954 925 896

▲ 29 ▲81（64.3％）増 減 ▲23 ▲ 29

公 営 企 業 職員数 120 119 119 113

▲ 6等 会 計 増 減 ▲1

1,044 1,009計 職員数 1,097 1,073

▲88（63.8％）▲ 35

＿

増 減 ▲24 ▲ 29 ▲138

959

▲12▲7(58.3%)

＿ 108

851
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成１９年度支給割合） （平成１９年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 2.5％～5％ 役職加算 2.5％～5％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　質収支

Ａ  　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用 純損益又は実

千円　

区　　分

　　　　千円

１９年度 人 千円

１人当たり平均支給額（平成１９年度）

団 体 平 均

65.0

平　均　年　齢

木 更 津 市 379,427

393,771

職員数

職員手当

3,658,384 107,869

54 245,869

千円

1,898

給　 料

事 業 者

一般行政職

１人当たり平均支給額（平成１９年度）

1,789

1.50

5,998

基本給

102,52445,378

607,672

総費用に占める

千円

％

職員給与費比率

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

979,765

区　　分

　　　　　　区　　分

１９年度

　　　　　　Ａ

木更津市

　　　　　千円

0.75

40.6

7,292

千円

一人当たり

　　　　給与費 　　B/A

１８年度の総費用に占

める職員給与費比率

千円

Ｂ　

平均月収額

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円　 ％

　　計　　Ｂ

12.2

期末・勤勉手当

10.7

393,771

3.00

1.60

3.00

1.60

1.50

0.75
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イ　退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給） （退職時特別昇給）

勤続25年以上 勤続25年以上

（勧奨退職の場合 ４号給） （勧奨退職の場合 ４号給）

１人当たり平均支給額 自己都合 千円 １人当たり平均支給額 自己都合 千円

勧奨 千円 勧奨 千円

定年 千円 定年 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

(注）

一般行政職の制度（支給率）

木更津市 5

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

0

支給対象地域

30.55

33.50 41.34

59.28

59.28

支給率 一般行政職の制度（支給率）

12,916

239,194

13,210

27,260

25,772

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

59.28

5 42

国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から
支給率を段階的に引き上げることとしている。

支給実績（平成１９年度決算）

支給対象地域 支給率

木更津市

5

47.50

59.28

木更津市 一般行政職

59.28

23.5023.50 30.55

33.50 41.34

59.28

5

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

4,128

0

47.50
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エ　特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

種

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

11,755

日額400円

日額200円

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ９ 年 度 決 算 ）

災害対策業務 災害対策本部に従事した職員 広報活動又は応急措置等の現場作業

緊急呼出を受け業務に従事した職員

深所作業手当 深所業務に従事した職員

被災地救援事務被災地へ救援派遣した職員

108

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ９ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 １ ９ 年 度 決 算 ） 4,779

被災地救援手当

給水停止業務

日額5,000円

305

108

勤務時間外退庁後緊急呼出業務

5,190

深さ３ｍ以上の深所作業 日額200円

緊急呼出手当

高電圧作業手当 高電圧作業に従事した職員 6,000V以上の高電圧作業

１回1,000円

日額200円

年末年始手当 年末年始に業務した職員 監視等運転業務 １回5,000円

高所作業手当 高所作業に従事した職員 高さ10ｍ以上の高所作業　

１件300円

集金手当 徴収事務に専従する職員 直接滞納者を訪問徴収 日額300円

給水停止手当 給水停止処分を執行した職員

劇毒物取扱手当 浄水作業・水質検査に従事した職員 浄水作業・水質検査 日額250円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度） 48.1

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算）

支給実績（平成１９年度決算）

手当の種類（手当数） 10
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カ　その他の手当（平成２０年４月１日現在）

管
理
職
手
当

使用距離に応じて4,700円～24,500円支給

79,407円

　給料月額×支給割合（5/100～10/100）

3,493千円

国は、自宅の
場合新築・購
入後5年間
2,500円

異なる

国の支給割
合は
（8/100～
25/100）

夜
間
勤
務
手
当

3,964千円

管理又は監督の地位にある職員に支給

企
業
手
当

支給実績 支給職員１人当たり

1,482千円

正規の勤務時間として、午後10時から翌
日午前5時までの間に勤務した職員に支
給

同じ
　勤務1時間当たりの給与額×25/100×
勤務　　　時間数

　２人目から 　1人　　6,000円

・管理職手当を受けない職員で11日以上勤務

給料月額　2.0％　最高　7,000円

396,444円

（１９年度決算）

257,484円8,497千円

（１９年度決算） 平均支給年額

185,358円

異なる

国は、使用
距離に応じ
て2,000円～
24,500円支
給

97,320円

92,250円・乗用車等を使用する場合

扶
養
手
当

4,866千円

通
勤
手
当

・電車、バスを利用する場合
異なる

国は、定期
代55,000円
までは全額
支給

4,428千円

全額支給

住
居
手
当

・借家の場合
同じ

　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給

・自宅の場合

異なる

6,000円

・配偶者　13,000円

同じ

手

　

当

　

名

・配偶者以外の扶養親族

国の制度

（ただし、扶養親族でない配偶者がある場
合の1人目は6,500円、配偶者がない場合
の1人目は11,000円）

・満16歳の年度始めから満22歳の年度末
までの子がいる場合の加算額

1人につき　　　5,000円

国の制度と
内容及び支給単価 との異同 異なる内容
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④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）木更津市行政経営アドバンスプランにおける定員管理の数値目標

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

6

計画期間

純減率純減数平成22年4月1日

平 成 16 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 職員数54人

数　値　目　標
始　期 終　期

平成17年4月1日

60 54

職員数 職員数

10
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